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令和 6 年 5 月 15 日 

各 位

会 社 名

代表者名  取 締 役 社 長 和田  孝

（コード番号 6042   スタンダード市場） 

問合せ先  常務取締役 田中 宣夫

（TEL． 046  －  285  －  0228 ）

「内部統制システムの構築に関する基本方針」の一部改定について

 当社は、本日開催の取締役会において、「内部統制システムの構築に関する基本方針」を一部改定す

ることを決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。

記

【内部統制システムの構築に関する基本方針について】

基本方針

当社は、企業倫理の徹底と合理的且つ効率的で透明性の高い経営姿勢を貫き、企業価値を高め、

社会から信頼と尊敬される企業として持続的発展をめざす。そのため内部統制システムの整備・運

用を経営の重要課題として認識し、全社活動として取組む。

内部統制体制として『内部統制委員会』を設置し、内部統制全般に係るマネジメントシステムの

継続的改善を図る。具体的には以下の体制づくりに取組む。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

役員規定及び役員行動規範の遵守を周知徹底し、法令及び定款違反行為を未然に防止する。

取締役が他の取締役の法令及び定款違反行為を発見した場合は、取締役会並びに監査役に報告す

ると共に審議を求め、重大性に応じて再発防止策を策定し、全社的にその内容を周知徹底する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（１）取締役会、経営会議等の議事録、並びに稟議書・報告書その他取締役の職務執行に係わる文書

及び情報については、役員規定、文書管理規程及び、情報セキュリティー管理規程に基づき、

適切に保存・管理する。

（２）取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

３．当社及び子会社における損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）リスクマネジメント規程に基づき、業務執行に係わる各種のリスクを適切に洗い出し、リスク

の分析評価を行うと共に、重大な損失を及ぼすおそれのあるリスクについては、適切な処置を

行う。

また、当社及び子会社においては、定期的な内部監査の実施により、リスク管理に係わる整備・

運用状況を監査し、その結果について、内部統制委員会でマネジメントレビューを行う。

（２）リスクその他重要事実に応じた有事の際の、迅速且つ適切な情報伝達と開示体制を整備する。
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４．当社取締役及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を

月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針及び

経営戦略に係る重要事項については、社長以下取締役、監査役によって構成される経営会議に

おいて議論を行い、その審議を経て執行決定を行う。 

（２）取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規程に基づいて、それぞれ各部門担当

役員の責任の下、実施する。 

（３）以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図る。 

①取締役、社員が共有する全社的なビジョンと目標を定め、この浸透を図ると共に、経営の羅針

盤として３事業年度を期間とする中期経営計画を策定する。 

②各部門担当役員は、中期経営計画を具体化するため、中期経営計画に基づき、毎期、部門毎の

目標と具体的な施策を定めた年度業務計画を策定する。 

③年度業務計画の実績は、毎月全取締役が出席する業績ヒアリング会議にて報告され、目標達成

状況のレビューと結果をフィードバックすることにより、業務の効率性を確保している。 

その議事録はマネジメントレビュー会議記録として、文書管理規程に基づき保管される。 

（４）当社は中期経営計画を具体化するため、子会社の取締役に対し、事業年度ごとに各子会社の年

間業務計画等を策定させ、月度業績報告等の提出をさせる。 

 

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１）コンプライアンス体制の基礎として、経営理念、企業行動憲章及び従業員行動規範を定め、周

知徹底する。コンプライアンス違反行為があった場合は、就業規則に則り、「賞罰委員会」にお

いて適正に処分する。 

（２）内部監査部門として、客観性と公平性を確保するため、執行部門から独立した統合マネジメン

トシステム室を設置し、内部監査を行う。 

（３）法令違反その他のコンプライアンス違反に関する事実についての社内報告体制として、内部通

報システム運用規程に基づき、匿名で通報できることを保障するシステムを整備し運用する。

会社は、通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わない。 

（４）取締役及び内部通報情報受領者は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関

する重要な事実を発見した場合は、取締役会並びに監査役に報告すると共に審議を求め、重大

性に応じて再発防止策を策定し、全社的にその内容を周知徹底する。 

 

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（１）グループ企業における業務の適正を確保するため、当社にグループ企業の内部統制を担当する

関係会社室を設置すると共に、当社の経営理念、企業行動憲章及び従業員行動規範を展開する。 

グループ企業各社は、これを基本に自社の特性を勘案して諸規程を定める。 

（２）経営管理については、関係会社管理要領等に基づき、目標と具体的な施策を定めた年度業務計

画等の策定と月度業績報告等の提出を義務づけると共に、当社の経営会議等で定期的に報告・

決裁を行う制度等により、グループ企業の経営管理を行う。 

（３）取締役及び関係会社室長は、グループ企業において、法令違反その他コンプライアンスに関す

る重要な事実を発見した場合は、取締役会並びに監査役に報告すると共に審議を求め、重大性

に応じて再発防止策を策定し、全社的にその内容を周知徹底する。 

（４）子会社が、当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反、或いはその他コンプライアンス上

問題があると認めた場合には、内部通報システムにより情報受領者経由で「内部統制委員会」へ

報告される体制とする。重大性に応じて、「内部統制委員会」が担当部門と協議の上、再発防止

策を策定し、取締役会並びに監査役に報告すると共に審議を求め、全社的にその内容を周知徹底

する。 
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７．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

（１）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査役補助者を置く。 

（２）監査役補助者は業務執行部門からの独立性を確保すると共に、その人事異動、人事考課につい

ては監査役の事前同意を得る。 

（３）監査役の職務を補助すべき使用人は、専任または兼任を可能とするが、監査役の指揮命令に従

わなければならない。 

 

８．当社及び子会社の取締役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をする

ための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

（１）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制は、四半期毎の内部統制委員会、環境管理委

員会、毎月の取締役会、業績ヒアリング会議、品質管理委員会及び毎週の経営会議の場とし、

当社の業務又は業績に影響を与える重要な事項について監査役に報告するものとする。 

前記に拘らず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めること

ができることとする。 

（２）内部通報システムの適切な運用を維持することにより、法令違反その他コンプライアンス上の

問題について監査役への適切な報告体制を確保するものとする。 

（３）当社子会社の取締役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社または当社の子会社に著しい損

害を及ぼすおそれのある事実については、これを発見次第直ちに当社の関係会社室長経由で、

監査役に対して報告を行う。なお、当社は当社の監査役へ報告を行った当社子会社の取締役及

び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として、不利益な扱いを行わない。 

 

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務 

  の執行について費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

監査役がその職務の執行について、費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議

の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要ないと認められた場合を

除き、速やかに当該費用または債務を処理する。 

 

10．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（１）監査役は、代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通及び効果的な監査業

務の遂行を図る。 

（２） 内部監査部門の統合マネジメントシステム室と緊密に連携し、適切な意思疎通及び効果的な監

査業務の遂行を図る。 

 

11．財務報告の信頼性を確保するための体制 

  金融商品取引法に規定される「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体

制の評価」を適正に行うため、内部監査部門が内部統制活動の整備・運用状況を監査し、内部統

制委員会へ報告する。 

 

12．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制 

  取締役並びに監査役及び、従業員は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体

に対しては、断固たる態度・行動をとり、一切の関係を遮断し、それらの活動を助成する行為は

行わない。 

  また、不当要求等に対しては、必要に応じ警察その他関係機関と連携して組織的な対応を行う。 

                                          

  以上 


